






(Global Reporting Initiative) は、事業体による環境・社会・経済的な発展に
向けた持続可能性報告の国際的なガイドラインとして、持続可能性報告ガイ
ドラインの第 4 版 (GRI 2013) を公表した。2013年12月には、国際統合報
告評議会 (International Integrated Reporting Council : 以下、IIRCとする) か
ら、新たな企業情報開示の枠組みとして、国際統合報告フレームワーク
(IIRC 2013) が公表された。さらに、2014年11月には、欧州連合 (European
Union : 以下、EUとする) において、非財務情報の開示を強化する指令が承
認された (European Parliament and the Council of the European Union 2014)。
同指令により、従業員500人以上の社会的に影響度の高い事業体 (Public














｢2006年会社法 (戦略報告書・取締役報告書) 2013年規則」(The Companies
















会社の情報開示については、2006年会社法 (Companies Act 2006) 第15編
に、会社形態にかかわらず、(1)小規模会社か否か、(2)公開会社か私会社か、
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Council of the European Union 2013, Article 2 (1))。
(3)上場会社か非上場会社かによって、年次計算書類および報告書 (annual
accounts and reports) の作成や開示に関する規定が置かれている。
公開会社 (public companies)2) の取締役は、年次計算書類および報告書を、
遅くとも計算書類等の登記官への届出期間の末日までに、株主総会に提出し
なければならない (第437条)。登記官への計算書類等の届出期間は、公開会
社の場合、その対象となる事業年度の末日から 6 ヵ月以内とされる (第442
条第 2 項)。登記官に届け出られた計算書類等は、会社登記所において一般















2) 公開会社とは、株式有限責任会社 (limited by shares) または保証有限責任会社 (lim-











ス市場法 (Financial Services and Markets Act) に規定が置かれているが、上
場企業の開示については、金融行為監督機構 (Financial Conduct Authority :
以下、FCAとする) の FCAハンドブックに含まれる上場規則 (Listing Rule)




● 監査済み財務諸表 (DTR 4.1.5)
● 戦略報告書 (LR 9.8.13)
● 経営者報告書 (DTR 4.1.5)
● 責任確認書 (DTR 4.1.5)
● コーポレート・ガバナンス・ステートメント (DTR 7.2.1)
経営者報告書 (management report) には、証券発行者 (issuer) の(1)事業
の公正な概況と(2)会社が直面している主要なリスクおよび不確実性に関す
る説明を記載することが求められており、会社法が要求する取締役報告書









































● 財務に関する重要業績評価指標 (key performance indicators : 以下、
KPIとする) を用いた分析










2013年 8 月に公表された「2006年会社法 (戦略報告書・取締役報告書)
2013年規則」(The Companies Act 2006 (Strategic Report and Directors’








の実務適用上の指針の作成を財務報告評議会 (Financial Reporting Council)

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































266社 (88.7％) の設立国は英国 (United Kingdom) であり、次いでジャージー
島が11社 (3.7％)、アイルランドとバミューダ諸島がともに 5 社 (1.7％)
である。業種構成は、支援サービス (従業員の訓練や就業斡旋、財務管理、
廃棄物処理などを含む) が33社 (11.0％) と最も多く、金融仲介28社 (9.3






















(注) ユーロ建て財務諸表 ( 8 社) については 1 ユーロ＝0.76ポンド、米ドル建て








平均 3,731,071 622,232 11,212,524
中央値 724,900 54,943 1,006,880
分散 1.65587E＋14 2.03174E＋13 2.22716E＋15
最大 153,578,040 59,420,000 445,090,800
最小 0 －10,837,200 24,898









また、企業リスク情報を 1行50字に換算すると、行数の平均 (中央値) は
211.41 (183.50) 行であり、上記の異常値を除外すると203.37 (183.00) 行
であった。ただし、図表は換算していない。多くの会社は記述情報の開示に
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第 4表 企業リスク情報の開示場所 (見出し)
リスクおよび不確実性 212
(Our) Principal Risks and Uncertainties 109
Risks and Uncertainties 21
(Our) Principal Risks 26
(Our) Risk(s) 13
その他 (例：Business Risks, Company Risk Factors, Key Risks




Risk Management and Principal Risks 10
Risk Management and Internal Control(s) 7
Risk(s) and Risk Management 7
Managing (our) Risk(s) 7
その他 (例：How we manage Risk, How we operate :










ROAとする) および株主資本利益率 (以下、ROEとする) との相関分析を
行ったが、有意な相関関係は確認できなかった。また､ リスク情報のページ
数割合の高低で会社を 2グループに区分し､ ROEおよび ROAの平均値や分







リスクの開示数 (原則として見出しを利用) および個別リスク 1つあたりの
記述量 (行数) を確認した。第 6表を参照されたい。









平均 137.21 3.72 2.62％
分散 2,174.04 23.13 0.0003
最大 344 79 22.97％
中央値 132 3 2.38％
最小 45 0.1 0.08％
標本数 (社) 300 300 300
ついて情報を開示しており、個別リスク 1つあたりの記述量の平均 (中央値)
は13.91 (11) 行である。なお、 1 つあたり記述量の最大値 (952行) は銀行
のクレジット・リスクに関する記述であり、これを異常値として除外すると、
1つあたり記述量の平均 (中央値) は13.57 (11) 行となる。
ここでも、先と同様に、個別リスクの開示個数および 1つあたりの記述量
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